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1．はじめに 

地震被害を受けた建物を迅速に復旧するために、補修

や補強を施し建物を継続して利用することが求められる。

現状、補修が必要となった建物に対し、建物の被害箇所

全てを補修する（以降、全補修する）ことが安全側の判

断として一般的である。それに対し、構造性能を効果的

に回復させる部材だけを選択して補修する（以降、選択

補修する）ことで補修にかかる費用の削減や工期短縮が

可能になると考えられる。しかし、選択補修を施す際に、

多数ある建物の部材から構造性能の回復に最も効果のあ

る部材を定量的な評価を元に即時に選別することは難し

く、その評価法なども確立されていない。 

そこで、本研究では、補修した RC 造建物の解析モデル

を通し、選択補修した際の性能の回復度合いを定量的に

評価する手法を提案する。その 1 では補修した建物モデル

の作成方法と妥当性の検証、その 2 では選択補修した建物

の性能の回復度合いを評価する方法の概要、その 3 では 2

つの建物モデルに対する評価結果を示す。 

2．補修建物モデルの作成方針 

その 1 では補修した建物の解析モデルの作成方法と妥当

性を検証する。本研究では単軸ばねにより部材がモデル

化された建物を対象とする。図 1に選択補修の概念図を示

す。各部材の端部に配された曲げばね、せん断ばねのト

リリニア復元力特性に対し、図 2に示すように補修の有無

に合わせ、補修を行う場合は回復係数𝜙、補修を行わない

場合は低減係数𝜂により性能を低減させたトリリニアモデ

ルに変更し選択補修モデルを作成する。性能低減させる

ばねは曲げばねおよびせん断ばねのみであり、両ばねと

も同じ𝜙, 𝜂の値を適用する。また、履歴モデルに対しては、

図 3に示すように以下の式(1)で算出される等価粘性減衰定

数ℎ𝑒𝑞に𝜙 , 𝜂 で低減をし、低減後の等価粘性減衰定数と等

しくなるように履歴モデルの形状を修正している。表 1に

本検討で使用した、補修前の損傷度よって定義される回

復係数𝜙 と低減係数𝜂 を示す。なお、値は文献 1)を参考に

設定した。 

ℎ𝑒𝑞 =
1

4𝜋

Δ𝑊

𝑊𝑒
  (1) 

3．補修 RC造モデルの妥当性検証 

3.1．検討概要 

本研究で採用する補修モデルの妥当性を補修 RC 造架構
図 2 選択補修時の復元力特性の低減方法 
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Φ si Φ sy Φ q Φ h η si η sy η q η h

Ⅰ 0.46 1 1.05 1 0.40 1.00 1.00 0.95

Ⅱ 0.46 0.97 1.05 0.95 0.14 0.38 1.00 0.80

Ⅲ 0.49 0.92 1.21 0.8 0.08 0.21 1.00 0.75

Ⅳ 0.49 0.92 1.21 0.7 0.06 0.17 1.00 0.70

Ⅴ 0.49 0.92 1.21 0.65 0.04 0.11 0.77 0.65
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図 3 履歴モデル上の低減方法 
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試験体の振動台実験の再現により検証する。対象とする

試験体は図 4 に示す 1/4 スケール RC 造 4 層曲げ破壊型連

層耐震壁付きラーメン架構試験体である。本研究では長

編方向（X 方向）を対象とする。実験では、新設試験体に

対し小規模～大規模地震を想定した全 9 回の加振を与えた

のち、損傷に応じ全部材に補修を施し、再度同様の地震

波で加振を行った。試験体及び実験の詳細は文献 2）を参

照されたい。図 5に新設試験体の各部材の最終損傷度を示

す。 

検討に用いた新設解析モデルは、文献 3）に記載の材端

に曲げばね、中央にせん断ばねと軸ばねを挿入した単軸

ばねモデルで部材が構成されたフレームモデルを用いた。

この新設モデルに対し、図 5の損傷度に対応して表 1の回

復係数で全部材を性能低減した部材復元力特性に変更し

た補修モデルを作成した。新設・補修モデルに対し、実

験と同じ地震波、加振倍率を用いて動的解析を行った。 

3.2．解析結果 

図 6に振動台実験の結果及び動的解析の結果を新設・補

修併せて示す。各プロットは、各加振波（倍率の小さい

ものから 1～9）での最大応答変位点を示す。新設モデル

に関しては、新設実験の初期剛性、降伏剛性、耐力を概

ね適切に評価できており、包絡線を概ね一致しているが、

塑性化が進展し応答変形が増大するにつれ、各加振時の

最大応答変位の誤差が大きくなっている。これは解析で

用いた履歴モデルと実験での部材のエネルギー吸収能力

の差によるものと考えらえる。 

また、補修モデルに関しても新設と同様に応答変形に

関しては誤差があるものの、包絡線が概ね一致している

ことがわかる。ここで、文献 1）に記載の性能曲線をトリ

リニア曲線へ置換する手法を用い、初期剛性、降伏剛性、

耐力の性能値を算出した。各性能値および各加振波にお

ける最大応答変形の実験と解析の比を誤差として新設・

補修ともに算出した。その結果を図 7に示す。応答変位の

誤差においてはいずれの加振波においても誤差が大きい

が、新設モデルと補修モデルの誤差の差は小さく、また、

剛性・耐力においては新設の誤差と同程度もしくはそれ

以下になっており、新設試験体のモデルの精度に依存す

るが、補修後の耐震性能を精度良く評価することが可能

であると考えられる。 

4．まとめ 

補修した部材の各耐震性能の評価を元に補修架構試験

体の解析を行った結果、初期剛性、降伏剛性、最大耐力、

減衰性能の回復度合いを適切に評価し、補修架構試験体

の挙動を概ね再現することができた。 
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図 5 新設架構試験体の最終損傷度 
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図 6 新設及び補修試験体の実験及び動的解析結果包絡線 

図 7 実験・解析の各耐震性能の誤差 

(a) 剛性・耐力 (b) 最大応答変位 
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